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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等を含めていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．従業員数は就業人員数を表示している。 

４．第144期より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 43,352 41,702 36,548 89,322 83,343

経常利益（又は経常損
失△） 

（百万円） △789 △1,000 △69 451 △805

中間（当期）純利益
（又は中間（当期）純
損失△） 

（百万円） △395 △1,030 1,347 △2,558 △13,100

純資産額 （百万円） 36,081 34,043 24,139 35,349 21,517

総資産額 （百万円） 114,308 110,702 96,078 115,239 98,026

１株当たり純資産額 （円） 185.83 175.35 124.35 182.07 110.84

１株当たり中間（当
期）純利益（又は１株
当たり中間（当期）純
損失△） 

（円） △2.03 △5.30 6.94 △13.17 △67.47

潜在株式調整後１株 
当たり中間（当期） 
純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.5 30.7 25.1 30.6 22.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 4,360 1,289 1,046 △1,220 △1,195

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 4,482 △2,238 7,474 5,280 237

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △5,684 1,061 △8,240 △4,170 △521

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

（百万円） 9,204 6,195 5,132 6,083 4,740

従業員数 
（外、平均臨時工数） 

（人） 
3,267 
(449)

3,005
(476)

2,869
(741)

3,273 
(532)

2,981
(453)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等を含めていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．従業員数は就業人員数を表示している。 

４．第144期より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 34,904 31,258 31,803 70,973 64,595

経常利益 （百万円） 162 184 593 1,072 723

中間（当期）純利益
（又は中間（当期）純
損失△） 

（百万円） 302 △199 990 △1,897 △13,507

資本金 （百万円） 17,278 17,278 17,278 17,278 17,278

発行済株式総数 （千株） 194,273 194,273 194,273 194,273 194,273

純資産額 （百万円） 35,898 34,779 23,191 35,163 21,064

総資産額 （百万円） 93,012 89,689 77,199 92,190 77,133

１株当たり純資産額 （円） 184.85 179.10 119.44 181.07 108.48

１株当たり中間（当
期）純利益（又は１株
当たり中間（当期）純
損失△） 

（円） 1.55 △1.02 5.10 △9.77 △69.55

潜在株式調整後１株 
当たり中間（当期） 
純利益 

（円） － － － － －

１株当たり中間 
（年間）配当額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 38.5 38.8 30.0 38.1 27.3

従業員数 （人） 725 566 529 559 552



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社および当社の関係会社（当社および子会社41社、関連会社12社）は、事業の種類別セグメ

ントにおける事業区分の方法を変更した。変更の内容としては、「第５ 経理の状況 １（１）中間連結財務諸表 注記事項

（セグメント情報） 事業の種類別セグメント情報 当中間連結会計期間（注）４」に記載されているとおり、従来の「電力・

電線」、「情報通信」、「電装部品」、「機器部品他」を「ケーブル」、「電装・光部品」、「機器部品」、「先端製品」とし

た。各部門に係る主な事業内容の変更と主な関係会社の異動は概ね次のとおりである。 

  

（ケーブル事業） 

当部門においては、情報通信用電線・ケーブル、光ファイバ、情報通信用機器、電力用電線・ケーブル、送・配電用機器、制

御用機器、電気用品、測定機器類その他精密機械器具、防火・防災・安全に関する設備機器の製造ならびに販売を行っている。

また、電気通信工事、電気工事の設計、施工、監理および保全も行っている。 

〈主な関係会社〉 

（連結子会社） 

花伊電線㈱、㈱尼崎電線製造所、菱星尼崎電線㈱、菱星ケーブルアンドワイヤー㈱、菱星エム・シー・伊丹㈱、菱星エンジ

ニアリング㈱、菱星工業㈱、菱星運輸㈱、菱星非鉄センター㈱、三菱電線工業販売㈱、㈱ダイヤケーブル、菱星電設㈱、菱

星通信システム㈱ 

（持分法適用会社） 

㈱エクシム、㈱フジクラ・ダイヤケーブル、倉茂電工㈱、三新電線㈱、日本ドラム工業㈱、大昌通信建設㈱ 

  

（電装・光部品事業） 

 当部門においては、自動車用ハーネス、ガスケットその他自動車用部品、電子機器、電子デバイス、測定機器類の製造ならび

に販売を行っている。 

〈主な関係会社〉 

（連結子会社） 

菱星電装㈱、菱星テクノパーツ㈱、㈱ダイヤレックス、大連菱星汽車配件有限公司 

P.T. DIA ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA 

MCI & TSH CO.,LTD.（注） 

MITSUBISHI CABLE AMERICA, INC.  

（持分法適用会社） 

日本ラインツ㈱、P.T. MCI PRIMA GASKET 

  

（機器部品事業） 

当部門においては、ゴム製品、合成樹脂製品その他化学製品、金属シール等金属加工品の製造ならびに販売を行っている。 

〈主な関係会社〉 

（連結子会社） 

三菱電線工業販売㈱ 

  

（先端製品事業） 

当部門においては、床暖房装置、融雪装置その他蓄熱材料応用製品、近紫外ＬＥＤ、リチウム電池の製造ならびに販売を行っ

ている。また、床暖房、ロードヒーティングの工事の設計、施工、監理および保全も行っている。 

（主な関係会社〉 

（連結子会社） 

㈱菱星テクノシステム、㈱ダイヤレッド、ダイヤセルテック㈱ 

  

（注）前連結会計年度において連結子会社であったMCI MOULD CO.,LTD.は、MCI & TSH CO.,LTD.に社名を変更した。 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、従来、持分法適用会社であった成都中菱無線通信電纜有限公司は、当社持分を全て売却したため

関係会社ではなくなった。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

る。 

２．従業員数は、就業人員数を表示しており、出向受入者を含み、臨時工（パートタイマー）は当中間連結会計期間の平均

人員を（ ）内に外数で記載している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数を表示しており、出向受入者を含み、臨時工（パートタイマー）は含まない。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいては、当社の労働組合として三菱電線工業労働組合が全日本電線関連産業労働組合連合会（日本労働組

合総連合会に所属）に加盟しているほか、グループ各社においても適宜労働組合が結成され、関係上部団体に加盟する等して

いる。 

 労使間の問題は平和裡に決定され、労使関係は極めて円滑に運営されている。 

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ケーブル事業 789（253） 

電装・光部品事業 1,561（438） 

機器部品事業 296 （23） 

先端製品事業 70 （20） 

全社（共通） 153 （7） 

合計 2,869（741） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 529 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国や中国の景気拡大を背景に、民間設備投資等が堅調に推移し、個人消費も伸長する

など緩やかに回復した。当社グループを取り巻く事業環境では、民間設備投資の回復に伴う明るい兆しもあったが、銅や原油の

材料価格高騰等により不安定な状況で推移した。 

このような情勢下、当社は、これまで行ってきた事業構造改革の一環として、厳しい事業環境に直面している情報通信事業の

全面的な再編成を実施し、その主要拠点の伊丹製作所用地を売却して、同製作所で行ってきた将来的に有望な事業の尼崎事業所

への集約を進めたほか、情報通信事業で抱えていた技術・営業人員等の経営資源を他事業へ大幅にシフトした。特に電装部品分

野においては、巨大なマーケットとして成長を続ける自動車産業関連製品のオプトエレクトロニクス化に対応するため、電装部

品事業部と情報通信事業部の光関連部門とを統合して電装・光部品事業部を発足させ、また、中国大連市に設立した大連菱星汽

車配件有限公司では自動車用コネクター等の生産を開始させるなど、自動車産業向けの営業・生産体制の強化を図った。また、

建設・電販市場向けの汎用電線分野においては、株式会社フジクラと合弁で設立した販売会社である株式会社フジクラ・ダイヤ

ケーブルを本年４月から稼動させ、この分野での強力な販売体制の構築と生産・物流における一層の合理化を進めた。さらに、

機器部品分野においては、箕島製作所にクリーン環境下での高い洗浄度を持つゴム製品の一貫生産ライン「クリーンモールディ

ングプロセス」を新設し、半導体、航空・宇宙、原子力向け等の高品質シール製品の製造・販売を開始した。 

しかしながら、当中間連結会計期間の売上高は、グループ会社の再編により、一部の連結子会社が持分法適用関連会社へ異動

したことを主因として、前中間連結会計期間と比べ12.4％減少の365億48百万円となった。 

損益面については、当社グループ全体での事業構造改革の成果が確実に現れており、営業損失は25百万円（前中間連結会計期

間は営業損失4億80百万円）、経常損失は69百万円（前中間連結会計期間は経常損失10億円）となり、あと少しで黒字計上のレベ

ルに到達している。 

また、特別損益としては、伊丹製作所を閉鎖してその用地を売却したこと等により特別利益70億90百万円を計上し、一方で、

固定資産の減損会計基準の適用に伴う減損損失等43億50百万円を特別損失に計上した。 

以上の結果、中間純利益は13億47百万円（前中間連結会計期間は中間純損失10億30百万円）となり、黒字回復を果たした。 

  

（ケーブル事業） 

民間設備投資の回復を背景に、株式会社フジクラ・ダイヤケーブルの売上げが伸展したことに伴い建設用電線等の売上げは堅

調に推移したものの、高周波ケーブル及び工事案件の需要が低迷したこと、グループ再編に伴い、連結子会社から持分法適用関

連会社に異動した会社があったこと等の影響により、この事業の売上高は前中間連結会計期間と比べ17.0％減少の163億35百万円

となった。 

  

（電装・光部品事業） 

自動車用ハーネスの売上げは堅調に推移したが、光応用製品や光電子機器は、ＩＴ関連分野の在庫調整の影響等もあり売上げ

が減少した。また、グループ再編により一部の連結子会社が持分法適用関連会社に異動したことの影響により、この事業の売上

高は前中間連結会計期間と比べ14.3％減少の133億40百万円となった。 

  

（機器部品事業） 

半導体・液晶製造装置・空気圧機器産業ならびに航空・宇宙産業、自動車産業向けのシール部品の売上げが順調に伸長したた

め、この事業の売上高は前中間連結会計期間と比べ12.3％増加の60億72百万円となった。 

  

（先端製品事業） 

リチウム電池が価格競争の影響を受け売上高が大幅に減少したほか、床暖房システムの売上げも減少したため、この事業の売

上高は前中間連結会計期間と比べ17.5％減少の16億58百万円となった。 

  



（注）１．売上高等には消費税等を含めていない。以下についても同様である。 

２．上記ケーブル事業、電装・光部品事業、機器部品事業および先端製品事業の売上高には、セグメント間の内部売上高

又は振替高を含めている。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントにおける事業区分の方法を変更している。また、前年同期比較にあ

たっては、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。以下についても同様である。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、51億32百万円（前中間連結会計期間末は61

億95百万円）となり、前連結会計年度末に比べ3億92百万円の増加となった。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動の結果、資金は10億46百万円の収入（前中間連結会計期間は12億89百万円の収入）と

なった。主な要因は、税金等調整前中間純利益が26億70百万円となったこと、売上債権の減少による収入が35億49百万円あった

こと、一方、仕入債務の減少による支出が22億82百万円あったこと等による。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動の結果、資金は74億74百万円の収入（前中間連結会計期間は22億38百万円の支出）と

なった。主な要因は、設備投資等による有形固定資産の取得による支出が22億85百万円あったこと、一方、有形固定資産の売却

による収入が77億51百万円あったこと、投資有価証券の売却による収入が17億87百万円あったこと等による。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果、資金は82億40百万円の支出（前中間連結会計期間は10億61百万円の収入）と

なった。これは主に借入金を返済したことによる。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．生産金額は、製品の大半が受注生産であるので受注価格によっているが、一部見越品については販売標準価格によって

算出した。 

  

(2）受注実績 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去している。 

  

(3）販売実績 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去している。 
  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ケーブル事業（百万円） 13,202 △14.8 

電装・光部品事業（百万円） 12,847 △17.0 

機器部品事業（百万円） 5,450 △0.3 

先端製品事業（百万円） 1,302 △28.8 

合計（百万円） 32,803 △14.3 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

ケーブル事業 15,800 △18.4 4,821 △4.8 

電装・光部品事業 13,276 △14.8 397 5.1 

機器部品事業 6,136 9.1 1,659 △2.3 

先端製品事業 1,797 △12.8 891 37.3 

合計 37,010 △13.2 7,770 △0.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ケーブル事業（百万円） 15,483 △17.3 

電装・光部品事業（百万円） 13,336 △14.4 

機器部品事業（百万円） 6,072 12.3 

先端製品事業（百万円） 1,656 △17.5 

合計（百万円） 36,548 △12.4 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

なお、当社グループでは、現在進めている情報通信事業の再編を完了させることにより一連の事業構造改革に目処をつけ、以後

は電装部品、光部品、機器部品を中心とした成長性と収益力のある分野に経営資源を重点投入し、業容の拡大を図っていく。 

特に電装部品事業については、中国や東南アジア地域を中心として世界的に自動車需要の拡大が続く見通しであり、当社の事業

をさらに拡大する余地がある。そこで、当社グループでは、これまで電装部品事業については、連結子会社の菱星電装株式会社が

開発・設計・製造を担い、当社がその販売を担ってきたが、当連結会計年度中に同社を吸収合併(簡易合併)して一体化することに

より、人的資源等の有機的活用を図って事業展開していくほか、電装部品のオプトエレクトロニクス化にも対応する体制の構築を

さらに推進する。 

また、機器部品事業については、ゴム製品の一貫生産の新ライン「クリーンモールディングプロセス」を円滑に運用し、高品質

製品の拡大を図るとともに、海外生産・販売も拡充・強化し、グローバルな事業展開を企図していく。 

さらに、ケーブル事業については、尼崎事業所への拠点集約の効果を上げるとともに、当社グループ全体での生産・物流システ

ムの最適・合理化を進め、収益を改善していく。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当社は、株式会社長谷工コーポレーションとの間で当社伊丹製作所土地の譲渡契約を締結した。 

①譲渡資産の内容：兵庫県伊丹市池尻四丁目１番１ 他27筆 

 合計地積 96,023.61㎡ 

②譲渡価額：12,490百万円     

③契約締結日：平成17年９月16日 

④引渡日：平成17年９月28日 

  

５【研究開発活動】 

当社グループ（当社および連結子会社）では研究開発を企業の礎と位置づけ、現業分野に加え今後成長が期待できる新規分野に

ついての研究開発を積極的に推進している。 

研究開発は、当社の総合研究所、電線システム部、通信技術部、ネットワーク機器技術部、福井製作所高周波技術部、箕島製作

所技術開発部、宇都宮工場機器部品開発センター、コネクタ開発部、自動車電線開発部、電装システム開発部、光部品開発部など

のほか、各関係会社の技術・開発部門により推進され、グループ全体のスタッフは約200名である。 

当中間連結会計期間における各事業部門別の研究目的、主要課題、研究成果は次のとおりである。なお、研究開発費には基盤技

術の研究費用204百万円が含まれており、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は705百万円である。 

  

（ケーブル事業） 

主に当社の総合研究所、電線システム部、通信技術部、ネットワーク機器技術部、福井製作所高周波技術部が中心となって、機

器用電線・付属品、保守用計測器、高周波ケーブル、光送受信モジュールなど各種デバイスおよびこれらを複合したＬＡＮシステ

ムなどの開発を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果として、航空宇宙用機器、原子力用機器、オーディオ用ケーブルの開発・シリーズ化、高周波

ケーブル、光ファイバケーブル、ネットワーク全光化に対応した「ビル内光配線部品」、光ファイバをシート状とすることにより

コンパクト化した「光ファイバ・シート」応用製品の開発、ＭＰＥＧ４対応「動画監視システム」、「長距離無線ＬＡＮブリッジ

システム」などがある。 

当事業に係る研究開発費は81百万円である。 

  

（電装・光部品事業） 

  主に当社の総合研究所、コネクタ開発部、自動車電線開発部、電装システム開発部、光部品開発部、菱星電装株式会社のシステ

ム設計部およびコネクタ開発部が中心となって、車載電子部品・システム、自動車用ハーネスおよび部品、光ファイバ部品などの

研究開発を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果として、パーキングサポートシリーズを発展・充実させたセキュリティ高機能版「お知らせ機能

付きパーキングサポートシステム」、駐車中も車を監視する「イージーパーキング＆カーアラーム」および車線変更のアシストも

行なう「イージーパーキング＆ターンアシスト」の開発、「オートライトコントローラ」、ハンズフリーで使用できる配送支援用

の「オートボディロック」、「超音波コーナセンサ」などの電子カーユニット、「新構造非防水型コネクタ」、曲げ特性や偏波保

存特性に優れる「フォトニッククリスタルファイバ」の開発、投光用バンドル向け「高密度ファイババンドル」の開発などがあ

る。 

  当事業に係る研究開発費は212百万円である。 



  

（機器部品事業） 

主に当社の総合研究所、箕島製作所技術開発部、宇都宮工場機器部品開発センターが中心となって、シール部品、ゴム・樹脂系

部品、電波吸収体、極細平角絶縁電線などの研究開発を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果として、半導体製造装置関連、航空用および宇宙開発用の「ゴム・樹脂製品」や各種「シール

類」の開発、次世代エアコン用「冷媒対応シール類」の開発、「メタルシール」の高性能化、「コンプレッサー用シール」の開

発、ＤＳＲＣ／ＥＴＣ用の各種「高性能電波吸収体」や無線ＬＡＮ対応の「２波共用電波吸収体」および「２波共用周波数選択性

反射シート」の開発、極細平角線「メクセル」の高性能化と新用途開発などがある。 

当事業に係る研究開発費は159百万円である。 

  

（先端製品事業） 

主に株式会社ダイヤレッドの開発部、ダイヤセルテック株式会社の開発部および技術部、株式会社菱星テクノシステムの技術部

が中心となって、近紫外ＬＥＤ、リチウムイオン電池、電気式床暖房、ロードヒーティングなどの研究開発を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果として、「高出力パルス光源」、「高効率ＬＥＤ」の開発、低温ハイレート特性に優れた「リチ

ウムイオン電池」および薄型の「リチウムイオンラミネート電池」の開発、集合住宅向け電気床暖房「パネルヒータユニット」な

どがある。 

当事業に係る研究開発費は48百万円である。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

(1)当中間連結会計期間において、当社伊丹製作所の土地を売却した。その内容は次のとおりである。 

提出会社 

  

(2)当中間連結会計期間において、菱星非鉄センター㈱が新たに連結子会社となったため、次の設備が当社グループの主要な設

備となった。 

国内子会社 

  

(3)当中間連結会計期間において、新たに完成した主要な設備は次のとおりである。 

在外子会社 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次のとおりである。 

  

  

事業所名（所在地） 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

工具その
他 
（百万円） 

投下資本 
（百万円） 

伊丹製作所（伊丹市） 
ケーブル事業 
電装・光部品事業 

工場敷地 - -
771

(96,023) 
- 771 -

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

工具その
他 
（百万円） 

投下資本 
（百万円） 

菱星非鉄セ
ンター㈱ 

本社 
（埼玉県南埼玉郡） 

ケーブル
事業 

倉庫 200 33
642

（20,624)
5 881 1

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積㎡） 

工具その
他 
（百万円） 

投下資本 
（百万円） 

大連菱星汽車
配件有限公司 

本社 
（中国遼寧省大連
市） 

電装・光
部品事業 

自動車用部品
製造設備 

597 215 - 248 1,061 247

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別セグ

メントの名称 
設備の内容 

帳簿価額 

（百万円） 
売却予定時期 

提出会社 

伊丹製作所隣接地 
伊丹市 

ケーブル事業 

電装・光部品事業 
従業員用駐車場 205 平成17年11月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）欠損填補に充てるため資本準備金の一部を取り崩したものである。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 480,000,000 

計 480,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 194,273,025 194,273,025
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 194,273,025 194,273,025 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年６月29日 － 194,273 － 17,278 △3,128 1,190 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付で三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に商号変更している。 

２．ゴールドマン・サックス証券会社から、平成17年10月14日付で関東財務局に提出された大量保有報告書の写しの送付があ

り、平成17年９月30日現在で、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社として当中間会計期間末時点

における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 56,751 29.21 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,937 4.09 

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 6,378 3.28 

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア
イランドトリトンスクエアＺ棟） 

5,435 2.80 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 5,015 2.58 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 4,115 2.12 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,708 1.39 

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目２番３号 2,267 1.17 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 2,041 1.05 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 1,618 0.83 

計   94,267 48.52 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株） 

株券等保有割合
（％） 

Goldman Sachs (Japan) Ltd. 
英国領 バージン・アイランド、トルト
ラ、ロード・タウン、ロマスコ・プレイ
ス、ウイックハムズ・ケイ１、私書箱3140 

2,257 1.16 

Goldman Sachs 
International 

Peterborough Court, 133 Fleet Street, 
London EC4A 2BB UK 

6,072 3.13 

Goldman Sachs & Co. 
85 Broad Street, New York, New York 
10004, U.S.A. 

1,728 0.89 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が37,000株含まれている。また、「議決権の

数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数37個が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   281,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 193,298,000 193,298 － 

単元未満株式 普通株式   694,025 － － 

発行済株式総数 194,273,025 － － 

総株主の議決権 － 193,298 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱電線工業株式
会社 

東京都千代田区丸の
内三丁目４番１号 

114,000 － 114,000 0.06

菱星運輸株式会社 
熊谷市新堀1054番４
号 

21,000 － 21,000 0.01

丸吉電機株式会社 
東京都港区芝浦一丁
目14番５号 

146,000 － 146,000 0.08

計 － 281,000 － 281,000 0.14

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 136 130 133 132 142 311 

最低（円） 123 120 124 127 127 137 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   6,410  5,317 4,995  

２．受取手形及び売掛
金 

※２ 23,692  22,177 25,669  

３．有価証券   60  20 120  

４. たな卸資産   12,512  12,621 12,894  

５．繰延税金資産   707  539 638  

６．その他   6,766  5,718 6,085  

７．貸倒引当金   △105  △107 △129  

流動資産合計    50,044 45.2 46,287 48.2  50,274 51.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※1,2     

(1）建物及び構築物   9,990  5,973 6,441  

(2）機械装置及び運
搬具 

  5,810  4,782 5,143  

(3）土地   12,309  9,420 11,218  

(4）建設仮勘定   1,566  1,954 1,480  

(5）その他   1,990  2,020 1,772  

有形固定資産合計    31,666 28.6 24,150 25.1  26,056 26.6

２．無形固定資産       

(1）連結調整勘定   2  82 74  

(2）その他   564  432 493  

無形固定資産合計    566 0.5 514 0.5  567 0.6

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券 ※２ 14,225  13,966 12,913  

(2) 長期未収入金   －  4,996 －    

(3) 繰延税金資産   10,937  2,628 4,561  

(4) その他   3,556  3,731 3,870    

(5) 貸倒引当金   △276  △195 △217  

(6) 投資損失引当金   △19  － －  

投資その他の資産
合計 

   28,423 25.7 25,126 26.2  21,127 21.5

固定資産合計    60,657 54.8 49,791 51.8  47,752 48.7

資産合計    110,702 100.0 96,078 100.0  98,026 100.0

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

  14,388  14,256 16,488  

２．短期借入金 ※２ 33,064  27,817 33,999  

３．1年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 5,046  4,086 3,522  

４．未払法人税等   104  123 174  

５．未払費用   2,022  9,579 3,164  

６．その他   4,323  3,697 3,304  

流動負債合計    58,950 53.3 59,561 62.0  60,653 61.9

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 5,165  2,118 4,821  

２．繰延税金負債   571  480 481  

３．退職給付引当金   7,492  7,330 8,103  

４．役員退職慰労引当
金 

  122  180 233  

５．構造改善損失引当
金 

  659  － 186  

６．製品保証損失引当
金 

  432  227 178  

７．その他   2,939  1,647 1,631  

固定負債合計    17,383 15.7 11,984 12.5  15,636 15.9

負債合計    76,333 69.0 71,546 74.5  76,289 77.8

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    325 0.3 392 0.4  219 0.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    17,278 15.6 17,278 18.0  17,278 17.6

Ⅱ 資本剰余金    13,323 12.0 1,190 1.2  13,323 13.6

Ⅲ 利益剰余金    493 0.4 1,904 2.0  △11,576 △11.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   3,099 2.8 3,863 4.0  2,694 2.8

Ⅴ 為替換算調整勘定    △137 △0.1 △81 △0.1  △187 △0.2

Ⅵ 自己株式    △13 △0.0 △15 △0.0  △14 △0.0

資本合計    34,043 30.7 24,139 25.1  21,517 22.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   110,702 100.0 96,078 100.0  98,026 100.0

              



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    41,702 100.0 36,548 100.0  83,343 100.0

Ⅱ 売上原価    33,651 80.7 29,465 80.6  66,875 80.2

売上総利益    8,050 19.3 7,082 19.4  16,467 19.8

Ⅲ 販売費及び一般管理 
費 

      

１．荷造費及び運送費   1,314  835 2,517  

２．その他の販売直接 
費 

  263  88 689  

３．給料手当   2,813  2,843 5,995  

４．退職給付費用   636  325 －  

５．研究開発費   779  530 1,147  

６．その他   2,724  2,484 6,357  

販売費及び一般管理
費合計 

   8,531 20.5 7,108 19.5  16,725 20.1

営業損失    480 △1.2 25 △0.1  257 △0.3

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   18  16 38  

  
２．持分法による投資 

利益 
  

  －  8 －  

３．受取配当金   140  89 171  

４．受取賃貸料   62  162 184  

５．為替差益   －  92 －  

６．その他   108  185 321  

営業外収益合計    329 0.8 555 1.5  715 0.9

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   327  302 640  

２．固定資産処分損   31  11 40  

３．たな卸資産処分損   62  103 94  

  
４．持分法による投資 

損失 
  

  334  － 298  

５．その他   93  181 190  

営業外費用合計    849 2.0 599 1.6  1,263 1.5

経常損失    1,000 △2.4 69 △0.2  805 △1.0



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 ※１ 69  6,060 1,414  

２．投資有価証券売却 
益 

  458  1,029 1,541  

特別利益合計    528 1.3 7,090 19.4  2,956 3.5

Ⅶ 特別損失       

１．構造改善損失 ※２ 86  － 7,152  

  
２．投資有価証券評価 

損 
  

  275  52 894  

３．減損損失 ※４ －  3,526 －  

４．その他   123  771 632  

特別損失合計    485 1.2 4,350 11.9  8,679 10.4

税金等調整前中間純
利益 

   － － 2,670 7.3  － －

税金等調整前中間
（当期）純損失 

   957 △2.3 － －  6,528 △7.8

法人税、住民税及び
事業税 

  55  78 124  

法人税等調整額 ※３ △18 37 0.1 1,239 1,317 3.6 6,460 6,585 7.9

少数株主利益    35 0.1 4 0.0  － －

少数株主損失    － － － －  14 △0.0

中間純利益    － － 1,347 3.7  － －

中間（当期）純損失    1,030 △2.5 － －  13,100 △15.7

              



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    13,323 13,323  13,323

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   0 0 － － 0 0

Ⅲ 資本剰余金減少高     

  
１．利益剰余金への振替 
額 

  

  － － 12,132 12,132 － －

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

   13,323 1,190  13,323

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,524 △11,576  1,524

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １．中間純利益   － 1,347 － 

  
２．資本剰余金からの振 
替額 

  

  － － 12,132 13,480 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間（当期）純損失   1,030 － 13,100 

２．役員賞与   1 1,031 － － 1 13,101

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

   493 1,904  △11,576

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損益 

  △957 2,670 △6,528 

減価償却費   1,367 884 2,763 

減損損失   － 3,526 － 

持分法による投資損
益 

  334 △8 298 

退職給付引当金増減
額 

  133 △224 156 

役員退職慰労引当金
増減額 

  △159 △53 △149 

受取利息及び受取配
当金 

  △159 △106 △210 

支払利息   327 302 640 

投資有価証券売却益   △458 △1,029 △1,542 

投資有価証券評価損   275 52 895 

固定資産売却益   △69 △6,060 △1,421 

構造改善損失   86 － 7,152 

売上債権の増減額   3,401 3,549 908 

たな卸資産の増減額   △634 364 △1,835 

仕入債務の増減額   △337 △2,282 2,183 

未払費用の増減額   △277 797 △231 

事業構造改革に係る
退職金等支払額 

  － △551 △124 

製品保証損失等に係
る支払額 

  △30 △43 △1,743 

その他流動資産の増
減額 

  △1,016 △758 △1,695 

その他   △186 282 △74 

小計   1,640 1,311 △559 

利息及び配当金の受
取額 

  163 112 214 

利息の支払額   △334 △290 △640 

法人税等の支払額   △178 △87 △210 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,289 1,046 △1,195 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の純増減額   20 70 △20 

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,406 △2,285 △2,868 

有形固定資産の売却
による収入 

  207 7,751 1,737 

投資有価証券の取得
による支出 

  △386 △50 △730 

投資有価証券の売却
による収入 

  458 1,787 1,938 

連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の売
却による増減 

  △440 － 59 

貸付金の実行による
支出 

  △617 △1 △844 

貸付金の回収による
収入 

  798 80 773 

出資金の払込みによ
る支出 

  △734 － － 

その他   △137 122 190 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,238 7,474 237 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  1,354 △7,259 713 

長期借入れによる収
入 

  849 420 1,411 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,132 △1,499 △2,634 

少数株主からの払込
による収入 

  － 100 － 

その他   △9 △2 △11 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,061 △8,240 △521 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

  △0 12 △26 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

  112 292 △1,505 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

  6,083 4,740 6,083 

Ⅶ 新規連結に伴う現金 
及び現金同等物増加 
額 

  － 99 162 

Ⅷ 現金及び現金同等物 
の中間期末（期末） 
残高 

  6,195 5,132 4,740 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数     19社 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数     23社 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数     21社 

菱星電設㈱、菱星通信システム

㈱、㈱菱星テクノシステム、菱星

エンジニアリング㈱、菱星ケーブ

ルアンドワイヤー㈱、菱星エム・

シー・伊丹㈱、菱星工業㈱、㈱ダ

イヤレックス、菱星テクノパーツ

㈱、㈱尼崎電線製造所、菱星尼崎

電線㈱、三菱電線工業販売㈱、花

伊電線㈱、P.T.DIA ELECTRO 

CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA、MCI 

MOULD CO.,LTD.、ダイヤセルテッ

ク㈱、大昌通信建設㈱、菱星電装

㈱、㈱ダイヤケーブル 

 なお、日本ラインツ㈱について

は保有株式の一部を売却したこと

により持分法適用の関連会社へ移

行したため、また、菱星興産㈱に

ついては当社と合併したためそれ

ぞれ当中間連結会計期間より連結

の範囲から除外している。 

菱星電設㈱、菱星通信システム

㈱、㈱菱星テクノシステム、菱星

エンジニアリング㈱、菱星ケーブ

ルアンドワイヤー㈱、菱星エム・

シー・伊丹㈱、菱星工業㈱、㈱ダ

イヤレックス、菱星テクノパーツ

㈱、㈱尼崎電線製造所、菱星尼崎

電線㈱、三菱電線工業販売㈱、花

伊電線㈱、P.T.DIA ELECTRO 

CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA、㈱

ダイヤレッド、菱星運輸㈱、MCI

＆TSH CO.,LTD.、ダイヤセルテッ

ク㈱、菱星電装㈱、㈱ダイヤケー

ブル、大連菱星汽車配件有限公

司、菱星非鉄センター㈱、

MITSUBISHI CABLE AMERICA INC. 

 なお、MCI MOULD CO.,LTD.は

MCI＆TSH CO.,LTD.に名称を変更

している。 

 また、菱星非鉄センター㈱、

MITSUBISHI CABLE AMERICA INC.

は重要性が増加したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲に含

めている。 

菱星電設㈱、菱星通信システム

㈱、㈱菱星テクノシステム、菱星

エンジニアリング㈱、菱星ケーブ

ルアンドワイヤー㈱、菱星エム・

シー・伊丹㈱、菱星工業㈱、㈱ダ

イヤレックス、菱星テクノパーツ

㈱、㈱尼崎電線製造所、菱星尼崎

電線㈱、三菱電線工業販売㈱、花

伊電線㈱、P.T.DIA ELECTRO 

CIRCUIT SYSTEMS INDONESIA、㈱

ダイヤレッド、菱星運輸㈱、MCI 

MOULD CO.,LTD.、ダイヤセルテッ

ク㈱、菱星電装㈱、㈱ダイヤケー

ブル、大連菱星汽車配件有限公司 

 なお、菱星運輸㈱は重要性が増

加したため、㈱ダイヤレッドは会

社分割により新設したため、及び

大連菱星汽車配件有限公司は新設

したため、それぞれ当連結会計年

度より連結の範囲に含めている。 

 また、日本ラインツ㈱及び大昌

通信建設㈱については保有株式の

一部を売却したことにより持分法

適用の関連会社へ移行したため、

また、菱星興産㈱については当社

と合併したためそれぞれ当連結会

計年度より連結の範囲から除外し

ている。 

非連結子会社の数   25社 非連結子会社の数   18社 非連結子会社の数   20社 

主要な非連結子会社の名称 主要な非連結子会社の名称 主要な非連結子会社の名称 

菱星非鉄センター㈱、菱星運輸㈱ 

 非連結子会社はいずれも、か

つ、全体としても資産総額、売上

高、中間純損益のうち持分に見合

う額及び利益剰余金等のうち持分

に見合う額が中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外してい

る。 

日本ナショナルシール㈱ 

 非連結子会社はいずれも小規模

であり、かつ、全体としても資産

総額、売上高、中間純損益のうち

持分に見合う額及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額が中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外

している。 

菱星非鉄センター㈱ 

 非連結子会社はいずれも小規模

であり、かつ、全体としても資産

総額、売上高、当期純損益のうち

持分に見合う額及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額が連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除外して

いる。 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社（25社）のうち菱

星非鉄センター㈱、菱星運輸㈱な

ど４社、関連会社（16社）のうち

日本ラインツ㈱、㈱エクシム、日

本ドラム工業㈱、倉茂電工㈱など

７社については持分法を適用して

いる。 

 適用外の非連結子会社（菱星工

事㈱等21社）及び関連会社（丸吉

電機㈱、赤司製線㈱等９社）につ

いてはそれぞれ中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法適用範囲から

除外した。 

 なお、P.T. MCI PRIMA GASKET 

については、当社が保有する日本

ラインツ㈱株式の一部を売却した

ことにより、持分法適用非連結子

会社から持分法適用関連会社とな

っている。 

非連結子会社（18社）のうち菱

星ビジネスシステム㈱、関連会

社（12社）のうち日本ラインツ

㈱、大昌通信建設㈱、㈱エクシ

ム、㈱フジクラ・ダイヤケーブ

ル、日本ドラム工業㈱、倉茂電

工㈱など8社については持分法

を適用している。 

適用外の非連結子会社（菱星工

事㈱等17社）及び関連会社（丸

吉電機㈱、赤司製線㈱等４社）

についてはそれぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法

適用範囲から除外した。 

なお、菱星非鉄センター㈱、

MITSUBISHI CABLE AMERICA 

INC.は重要性が増加したため、

持分法適用非連結子会社から連

結子会社となっている。また、

成都中菱無線通信電纜有限公司

については持分を全て売却した

ため、持分法適用関連会社から

除外している。 

非連結子会社（20社）のうち菱

星非鉄センター㈱、など３社、

関連会社（13社）のうち日本ラ

インツ㈱、大昌通信建設㈱、㈱

エクシム、日本ドラム工業㈱、

倉茂電工㈱など９社については

持分法を適用している。 

 適用外の非連結子会社（菱星工

事㈱等17社）及び関連会社（丸吉

電機㈱、赤司製線㈱等４社）につ

いてはそれぞれ連結純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法適用範囲から

除外した。 

 なお、P.T. MCI PRIMA GASKET 

については、当社が保有する日本

ラインツ㈱株式の一部を売却した

ことにより、持分法適用非連結子

会社から持分法適用関連会社とな

っている。また、㈱フジクラ・ダ

イヤケーブルについては新設のた

め当連結会計年度より持分法適用

関連会社に含めている。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社のうちP.T.DIA 

ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA、MCI MOULD 

CO.,LTD.、㈱尼崎電線製造所、及

びダイヤセルテック㈱の中間決算

日は、6月30日である。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用している。 

 ただし、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行うこととし

ている。 

 連結子会社のうちP.T.DIA 

ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA、MCI＆TSH CO.,LTD.、

大連菱星汽車配件有限公司、㈱尼

崎電線製造所、及びダイヤセルテ

ック㈱の中間決算日は6月30日で

ある。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用している。 

 ただし、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行うこととし

ている。 

連結子会社のうちP.T.DIA 

ELECTRO CIRCUIT SYSTEMS 

INDONESIA、MCI MOULD 

CO.,LTD.、大連菱星汽車配件有

限公司、㈱尼崎電線製造所、及

びダイヤセルテック㈱の決算日

は、12月31日である。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用している。 

 ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行うこととしてい

る。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

同左  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

デリバティブ デリバティブ デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

 原材料及び仕掛品の一部は総

平均法による低価法、その他の

たな卸資産については総平均法

による原価法によっている。 

同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 建物及び構築物は主として定

額法、その他は定率法によって

いる。なお、主な耐用年数は次

のとおりである。 

建物及び構築物 ３年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

同左 同左 

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法。 

同左 同左 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

同左 同左 

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年～17年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理している。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ている。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年～17年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理している。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ている。 

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社及び国内連結子

会社の一部は内規に基づく中間

期末要支給額を計上している。 

同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社及び国内連結子

会社の一部は内規に基づく期末

要支給額を計上している。 

投資損失引当金  ───── ───── 

 子会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状

態を個別に勘案し必要額を計上

している。 

    



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

構造改善損失引当金   ───── 構造改善損失引当金 

 電力用電線・ケーブル事業の

共同事業会社への統合、汎用電

線及び光ファイバ、光・電子製

造部門の分社化など、事業構造

改革に伴う費用に備えるため、

今後発生が見込まれる固定資産

処分損などについて合理的に見

積もられる金額を計上してい

る。 

   電力用電線・ケーブル事業の

共同事業会社への統合、汎用電

線及び光ファイバ、光・電子製

造部門の分社化など、事業構造

改革に伴う費用に備えるため、

今後発生が見込まれる固定資産

処分損などについて合理的に見

積もられる金額を計上してい

る。 

 製品保証損失引当金  製品保証損失引当金 製品保証損失引当金 

 顧客に納入した製品に対し発

生したクレームに係わる費用に

備えるため、今後発生が見込ま

れる保証損失費などについて合

理的に見積もられる金額を計上

している。 

同左 同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 

(5)ヘッジ会計の方法 (5)ヘッジ会計の方法 (5)ヘッジ会計の方法 

１．ヘッジ会計の方法 １．ヘッジ会計の方法 １．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

いる。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合には

振当処理を採用している。 

繰延ヘッジ処理を採用して

いる。また、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用している。なお、為替

予約が付されている外貨建金

銭債権債務については振当処

理を採用している。 

繰延ヘッジ処理を採用して

いる。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合には

振当処理を採用している。 

２．ヘッジ手段とヘッジ対象 ２．ヘッジ手段、ヘッジ対象と

ヘッジ方針 

２．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭 

債権債務 

  

外貨建金銭債権債務の将来

の為替レートの変動リスクを

回避するため、実需の範囲内

で為替予約取引を行ってい

る。また、借入金の金利変動

に伴うリスクを回避するた

め、金利スワップ取引を行っ

ている。 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭 

債権債務 

  



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．ヘッジ方針   ３．ヘッジ方針 

外貨建金銭債権債務の将来

の為替レートの変動リスクを

回避するため、受注残高等実

需の範囲内で為替予約を行っ

ている。 

  外貨建金銭債権債務の将来

の為替レートの変動リスクを

回避するため、受注残高等実

需の範囲内で為替予約を行っ

ている。 

４．ヘッジ有効性評価の方法 ３．ヘッジ有効性評価の方法 ４．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段としては外貨建

金銭債権債務と同一通貨建、

同一金額、同一期日の個別為

替予約のみであり、明確な相

関関係が認められるため、有

効性の評価は行っていない。 

ヘッジ手段及びヘッジ対象

について、個別取引毎のヘッ

ジ効果を検証している。ただ

し、ヘッジ手段とヘッジ対象

に関する元本、利率、通貨、

期間、期日等の重要な条件が

同一の場合は、ヘッジ効果が

極めて高いことから、ヘッジ

の有効性の評価は省略してい

る。 

ヘッジ手段としては外貨建

金銭債権債務と同一通貨建、

同一金額、同一期日の個別為

替予約のみであり、明確な相

関関係が認められるため、有

効性の評価は行っていない。 

(6)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

１．収益及び費用の計上基準 １．収益及び費用の計上基準 １．収益及び費用の計上基準 

 長期大型工事の売上計上基

準については、当社は（工期

１年以上、請負金額10億円以

上）、連結子会社１社は（工

期１年以上、請負金額３億円

以上）について工事進行基準

を採用している。 

 長期大型工事の売上計上基

準については、連結子会社１

社が（工期１年以上、請負金

額３億円以上）について工事

進行基準を採用している。 

 長期大型工事の売上計上基

準については、当社は（工期

１年以上、請負金額10億円以

上）、連結子会社１社は（工

期１年以上、請負金額３億円

以上）について工事進行基準

を採用している。 

２．消費税等の会計処理方法 ２．消費税等の会計処理方法 ２．消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜

方式によっている。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日） 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日） 
至 平成17年３月31日） 

───── 固定資産の減損に係る会計基準 ───── 

  当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日)を適用して

いる。 

これにより、営業利益及び経常利

益は94百万円増加し、税金等調整

前中間純利益は、3,432百万円減

少している。 

 なお、セグメント情報に与える

影響額は当該箇所に記載してい

る。 

 減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

  



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

 「受取賃貸料」は、前中間連結会計期間までは営業外

収益の「その他」に含めて表示していたが、当中間連結

会計期間において営業外収益の100分の10を超えたため

区分掲記することとした。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外収益の「そ

の他」に含まれている「受取賃貸料」の金額は25百万円

である。 

 「為替差益」は、前中間連結会計期間までは営業外収

益の「その他」に含めて表示していたが、当中間連結会

計期間において営業外収益の100分の10を超えたため区

分掲記することとした。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外収益の「そ

の他」に含まれている「為替差益」の金額は6百万円で

ある。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）           ───── 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「持分法による

投資損益」は前中間連結会計期間まで「その他」に含め

て表示していたが、金額的重要性が増加したため、当中

間連結会計期間より区分掲記することとした。 

 なお、前中間連結会計期間の「持分法による投資損

益」は38百万円である。 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他流動資

産の増減額」は前中間連結会計期間まで「その他」に含

めて表示していたが、金額的重要性が増加したため、当

中間連結会計期間より区分掲記することとした。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他流動資産の増減

額」は△85百万円である。 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「預り保証金の

増減額」は前中間連結会計期間まで区分掲記していた

が、金額的重要性が減少したため、当中間連結会計期間

より「その他」に含めて表示することとした。 

 なお、当中間連結会計期間の「預り保証金の増減額」

は16百万円である。 

  



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間連結会計

期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一

般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理 

費が61百万円増加し、営業損失、 

経常損失及び税金等調整前中間純 

損失が、同額増加している。 

 なお、セグメント情報に与える 

影響は当該箇所に記載している。 

───── 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理

費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が107百万円増加し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純

損失が、同額増加している。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は当該箇所に記載している。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

73,752百万円 60,405百万円 61,149百万円 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債

務 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債

務 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債

務 

担保資産 担保資産 担保資産 
  
受取手形及び
売掛金 

1,193百万円 (   －  )

建物及び構築
物 

8,107百万円 (7,734百万円)

機械装置 4,326百万円 (4,326百万円)

有形固定資産
のその他 

1,102百万円 (1,102百万円)

土地 9,254百万円 (6,929百万円)

投資有価証券 6,299百万円 (   －  )

合計 30,284百万円(20,093百万円)

  
受取手形及び
売掛金 

2,047百万円 (   －  )

建物及び構築
物 

4,542百万円 (4,279百万円)

機械装置 3,166百万円 (3,166百万円)

有形固定資産
のその他 

502百万円 ( 502百万円)

土地 8,272百万円 (6,429百万円)

投資有価証券 8,541百万円 (   －   )

合計 27,073百万円(14,378百万円)

受取手形及び
売掛金 

1,863百万円 (   －  )

建物及び構築
物 

 4,789百万円 (4,496百万円)

機械装置 3,635百万円 (3,634百万円)

有形固定資産
のその他 

872百万円 ( 868百万円)

土地 8,968百万円 (6,862百万円)

投資有価証券 5,621百万円 (   －  )

合計 25,750百万円(15,862百万円)

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
  
短期借入金 24,129百万円(22,519百万円)

長期借入金 4,149百万円 (1,814百万円)

合計 28,279百万円(24,333百万円)

  
短期借入金 18,433百万円(13,505百万円)

長期借入金 1,580百万円 ( 650百万円)

合計 20,014百万円(14,155百万円)

短期借入金 22,108百万円(19,084百万円)

長期借入金 4,016百万円 (1,213百万円)

合計 26,124百万円(20,297百万円)

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示している。 

 なお、短期借入金には長期借入金の１年以

内返済予定額を含んでいる。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示している。 

 なお、短期借入金には長期借入金の１年以

内返済予定額を含んでいる。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並び

に当該債務を示している。 

 なお、短期借入金には長期借入金の１年以

内返済予定額を含んでいる。 

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

(1)連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行ってい

る。 

(1)連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行ってい

る。 

(1)連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行ってい

る。 
  
P.T. MCI PRIMA 
GASKET 

37百万円

㈱アザミ精工 175百万円

成都中菱無線通信電纜

有限公司 ※ 
66百万円

計 280百万円

  

  

P.T. MCI PRIMA 
GASKET ※ 

40百万円

㈱アザミ精工 114百万円

計 155百万円

P.T. MCI PRIMA 
GASKET ※ 

39百万円

㈱アザミ精工 58百万円

成都中菱無線通信電纜

有限公司 ※ 
40百万円

計 138百万円

 ※外貨建保証債務である。  ※外貨建保証債務である。  ※外貨建保証債務である。 

（600 千ＵＳドル） （360 千ＵＳドル） （738 千ＵＳドル） 

   (2)    ───── 

     

(2)金融機関が㈱エクシムへ発行する契約

履行保証状等に対して850百万円の保

証を行っている。 

当該保証債務の中には以下の外貨建保

証債務が含まれている。 

  （2）   ───── 

  (4,284千ＵＡＥディルハム)  

  (1,835千ＵＳドル)  

  (58千ユーロ)  

  (10千カタール・リアル)  

  (30,643千タイ・バーツ)  

  (18千クウェート・ディナール)  



前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

(3)従業員の銀行からの借入金に対し、 

保証を行っている。 

(3)従業員の銀行からの借入金に対し、 

保証を行っている。 

(3)従業員の銀行からの借入金に対し、 

保証を行っている。 

20百万円 13百万円 17百万円 
  
４ 受取手形割引高 790百万円

受取手形裏書譲渡高 290百万円

債権流動化による遡及
義務 

937百万円

  
４ 受取手形割引高 234百万円

受取手形裏書譲渡高 4百万円

債権流動化による遡及
義務 

2,161百万円

４ 受取手形割引高 225百万円

受取手形裏書譲渡高 294百万円

債権流動化による遡及
義務 

810百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 主として土地の売却益である。 ※１ 主として土地の売却益である。 ※１ 主として土地の売却益である。 

※２    ────── ※２    ────── ※２ 構造改善損失の内訳は、固定資産処分

損4,612百万円、棚卸資産処分損504百

万円、早期退職割増金等1,133百万

円、その他901百万円である。 

※３ 法人税等調整額 ※３    ────── ※３    ────── 

 法人税等調整額については当期におい

て予定している利益処分による租税特別

措置法上の準備金等の積立て及び取り崩

しを前提として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算している。 

    

※４    ────── ※４ 減損損失 ※４    ────── 

  資産のグルーピングの方法   

   当社グループは、事業の種類別セグメン

トを基礎に、主として製品の品種別を単位

として資産をグルーピングしている。ま

た、遊休資産等については、個々の資産単

位で区分している。 

  

      

  減損損失の認識に至った経緯   

   当中間連結会計期間において、事業用資

産のうち、製品等の市場価格等の下落等に

より収益性が著しく悪化している資産グル

ープについて、また、遊休資産等のうち、

市場価格の下落等により回収可能価額が帳

簿価額を下回るものについて、それぞれ帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（3,526百万円）として特別

損失に計上している。その内訳は以下の通

りである。 

  

  
  

用 途 場 所 種 類 
減損損 
失の額 

（百万円） 

通信ケーブ
ル製造設備 

福井県福井市
土地、建物、
機械装置等 

1,330

屑線解体設
備 

大阪府能勢町 土地、建物等 912

その他の事
業用資産 

兵庫県伊丹市
他 

機械装置等 579

遊休資産 
兵庫県伊丹市
他 

土地 704

合計     3,526

  



  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ※勘定科目毎の減損損失の内訳   

  建物998百万円、機械装置367百万円、 

土地1,636百万円、その他523百万円 

  

      

  回収可能価額の算定方法   

   減損損失の測定における回収可能価額

は、事業用資産については使用価値を使用

し、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り

引いて算定している。 

 また、遊休資産等については、正味売却

価額を使用し、その時価を重要性が高いも

のについては不動産鑑定評価額、それ以外

のものについては固定資産税評価額等から

算出している。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
  
現金及び預金勘定 6,410百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△215百万円

現金及び現金同等物 6,195百万円

  
現金及び預金勘定 5,317百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△184百万円

現金及び現金同等物 5,132百万円

現金及び預金勘定 4,995百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△255百万円

現金及び現金同等物 4,740百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

204 88 115

工具器具備品 1,000 593 407

その他 133 95 37

合計 1,337 777 560

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

452 145 307

工具器具備品 1,228 567 660

その他 71 35 35

合計 1,752 748 1,003

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

397 179 218

工具器具備品 1,245 615 630

その他 114 84 29

合計 1,758 879 878

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 215百万円

１年超 345百万円

合計 560百万円

  
１年内 353百万円

１年超 650百万円

合計 1,003百万円

１年内 331百万円

１年超 547百万円

合計 878百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 196百万円

減価償却費相当額 196百万円

  
支払リース料 174百万円

減価償却費相当額 174百万円

支払リース料 313百万円

減価償却費相当額 313百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 5,283 10,436 5,153 

(2)債券 

国債・地方債等 9 9 － 

社債 50 50 － 

その他 0 0 － 

(3)その他 1 1 △0 

合計 5,345 10,498 5,153 

  
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 2,538 

(2)その他有価証券 

非上場株式 1,248 

合計 3,786 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 4,126 10,508 6,382 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 20 20 0 

その他 0 0 － 

(3)その他 1 1 0 

合計 4,148 10,531 6,382 



２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

  
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 2,212 

(2)その他有価証券 

非上場株式 1,243 

合計 3,455 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 4,758 9,193 4,435 

(2)債券 

国債・地方債等 9 9 － 

社債 111 110 △0 

その他 － － － 

(3)その他 1 1 △0 

合計 4,881 9,315 4,434 

  
前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)子会社株式及び関連会社株式 2,474 

(2)その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,243 

合計 3,718 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価については、取引金融機関より提示されたものによっている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価については、取引金融機関より提示されたものによっている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価については、取引金融機関より提示されたものによっている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

通貨 スワップ取引 288 △66 △66

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

通貨 スワップ取引 192 △31 △31

対象物の種類 種類 
契約額等 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

通貨 スワップ取引 240 △74 △74



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

 （注）１．事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性に加え、当社の損益管理区分を考慮

し、電力・電線、情報通信、電装部品、機器部品他に区分している。 

２．事業区分に属する主要製品 

３．営業費用は、全て各セグメントへ配賦している。 

４．事業区分の方法の変更 

事業区分については、従来、 「電力・電線」、「情報通信」、「部品他」、「不動産」に分類していたが、当中間連結

会計期間より「部品他」の区分に属していた事業のうち、自動車用ハーネス・部品の事業を「電装部品」とし、工業用

ゴム・樹脂製品及び先端製品の事業を従来「不動産」の区分に属していた不動産の事業と合わせて「機器部品他」とし

てそれぞれ区分表示することに変更した。 

 当社は、前連結会計年度において賃貸不動産物件である川崎ショッピングセンター「ルフロン」を売却したことに伴

い、当中間連結会計期間における「不動産」の区分の重要性が低下している。また、今後当社グループの中心事業の一

つとして重要性が増加していくことが見込まれる自動車用ハーネス・部品事業を電装部品事業として明確化するべく、

平成16年６月に部品事業本部を電装部品事業部と機器部品事業部に分割する組織再編を実施している。 

 今回の事業区分の変更は、以上の趣旨により、再編後の事業運営の成果をより適切に反映させるために行ったもので

ある。 

５．「追加情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間から法人事業税の付加価値割及び資本割について販売費及び一般管

理費に計上している。この結果、従来の方法によった場合と比較し、当中間連結会計期間の営業費用は、「電力・電

線」において９百万円、「情報通信」において25百万円、「電装部品」において15百万円、「機器部品他」について11

百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。 

  

  
電力・電線 
(百万円) 

情報通信 
(百万円) 

電装部品
(百万円) 

機器部品他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

10,703 9,291 14,329 7,377 41,702 － 41,702

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

960 1 2 2 967 △967 －

計 11,663 9,293 14,331 7,380 42,669 △967 41,702

営業費用 11,897 10,027 14,593 6,546 43,064 △882 42,182

営業利益（又は営業損失
△） 

△233 △734 △261 834 △395 △85 △480

事業区分 主要製品名

電力・電線 電力用電線・ケーブル、建設用被覆線、電力工事、電力付属品 

情報通信 
光・通信ケーブル、高周波ケーブル、光・電子デバイス、ネットワーク機
器、通信工事 

電装部品 自動車用ハーネス・部品

機器部品他 工業用ゴム・樹脂製品、先端製品、不動産



当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

（注）１．事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性に加え、当社の損益管理区分を考慮し、

ケーブル、電装・光部品、機器部品、先端製品に区分している。 

２．事業区分に属する主要製品 

３．営業費用は、全て各セグメントへ配賦している。 

４．事業区分の方法の変更 

 事業区分については、従来、「電力・電線」、「情報通信」、「電装部品」、「機器部品他」に分類していたが、当中間連結

会計期間より「情報通信」の区分に属していた事業のうち、光・通信ケーブル等の事業を「電力・電線」と合わせて 「ケーブ

ル」として、光・電子デバイス事業を 「電装部品」と合わせて 「電装・光部品」として、「機器部品他」の区分に属していた

事業のうち、工業用ゴム・樹脂製品の機器部品事業を「機器部品」として、「情報通信」の区分に属していた事業のうち、ＬＥ

Ｄ（発光ダイオード）を「機器部品他」のその他の事業と合わせて 「先端製品」としてそれぞれ区分表示することに変更し

た。 

 当社グループは数次にわたる事業構造改革により、電線・ケーブル事業はアライアンスの方向で収益の回復と存続を図ると共

に、成長力のある部品的事業を中核とする新たな事業基盤の構築に努めてきた。その方向性を明確にするため、平成17年9月に

伊丹製作所を閉鎖、売却を実施したことを契機に、ここを中心として運営してきた情報通信事業を、それぞれ相乗効果の期待で

きるケーブル事業と、電装・光部品事業に分割統合した。 

 さらに、中核の事業である機器部品事業を独立の事業区分とし、従来の機器部品他に含まれていた先端製品と情報通信事業か

ら分離したＬＥＤ事業を統合して新たに先端製品事業としてこれを括った。 

 今回の事業区分の変更は、以上の趣旨により、再編後の事業運営の成果をより適切に反映させるために行ったものである。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分

の方法により区分すると次のようになる。 

  

  
ケーブル
(百万円) 

電装・光部
品 
(百万円) 

機器部品
(百万円) 

先端製品
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

15,483 13,336 6,072 1,656 36,548 － 36,548

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

851 4 － 2 857 △857 －

計 16,335 13,340 6,072 1,658 37,406 △857 36,548

営業費用 16,300 13,832 5,356 1,969 37,458 △884 36,574

営業利益（又は営業損失
△） 

34 △491 715 △310 △52 26 △25

事業区分 主要製品名

ケーブル 
電力用電線・ケーブル、建設用被覆線、電力工事、電力付属品、光・通信ケ
ーブル、高周波ケーブル、ネットワーク機器、通信工事 

電装・光部品 自動車用ハーネス・部品、光・電子デバイス

機器部品 工業用ゴム・樹脂製品

先端製品 
床暖房、ロードヒーティングの製造、施工、販売、リチウムイオン電池、Ｌ
ＥＤ（発光ダイオード） 



  

  

５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号平成15年10月31日)を適用している。これによ

り、従来の方法によった場合と比較し、当中間連結会計期間の営業費用は、「ケーブル」において45百万円、「電装・光

部品」において23百万円、「先端製品」において25百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増加している。 

  

  

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

ケーブル
(百万円) 

電装・光部
品 
(百万円) 

機器部品
(百万円) 

先端製品
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

18,716 15,572 5,405 2,008 41,702 － 41,702

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

962 2 － 2 967 △967 －

計 19,679 15,574 5,405 2,010 42,669 △967 41,702

営業費用 20,294 16,080 4,590 2,099 43,064 △882 42,182

営業利益（又は営業損失
△） 

△615 △506 814 △88 △395 △85 △480

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ケーブル
(百万円) 

電装・光部
品 
(百万円) 

機器部品
(百万円) 

先端製品
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

40,310 27,686 11,409 3,937 83,343 － 83,343

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,989 32 － 3 2,026 △2,026 －

計 42,299 27,719 11,409 3,941 85,369 △2,026 83,343

営業費用 43,044 28,655 9,780 4,292 85,773 △2,172 83,601

営業利益（又は営業損失
△） 

△745 △936 1,628 △350 △403 146 △257



前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性に加え当社の損益管理区分を考慮し、

電力・電線、情報通信、電装部品、機器部品他に区分している。 

２．事業区分に属する主要製品 

３．営業費用は、全て各セグメントへ配賦している。 

４．事業区分の方法の変更 

 事業区分については、従来、 「電力・電線」、「情報通信」、「部品他」、「不動産」に分類していたが、当連結会

計年度より「部品他」の区分に属していた事業のうち、自動車用ハーネス・部品の事業を「電装部品」とし、工業用ゴ

ム・樹脂製品及び先端製品の事業を従来「不動産」の区分に属していた不動産の事業と合わせて「機器部品他」として

それぞれ区分表示することに変更した。 

 当社は、前連結会計年度において賃貸不動産物件である川崎ショッピングセンター「ルフロン」を売却したことに伴

い、当連結会計年度における「不動産」の区分の重要性が低下している。また、今後当社グループの中心事業の一つと

して重要性が増加していくことが見込まれる自動車用ハーネス・部品事業を電装部品事業として明確化するべく、平成

16年６月に部品事業本部を電装部品事業部と機器部品事業部に分割する組織再編を実施している。 

 今回の事業区分の変更は、以上の趣旨により、再編後の事業運営の成果をより適切に反映させるために行ったもので

ある。 

５．「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度から法人事業税の付加価値割及び資本割について販売費及び一般管理費

に計上している。この結果、従来の方法によった場合と比較し、当連結会計年度の営業費用は、「電力・電線」におい

て23百万円、「情報通信」において39百万円、「電装部品」において28百万円、「機器部品他」について14百万円増加

し、営業利益はそれぞれ同額減少している。 

  

  

  
電力・電線 
(百万円) 

情報通信 
(百万円) 

電装部品
(百万円) 

機器部品他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

22,925 19,863 25,242 15,312 83,343 － 83,343

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,980 9 11 3 2,004 △2,004 －

計 24,905 19,872 25,253 15,316 85,348 △2,004 83,343

営業費用 25,285 20,771 25,866 13,828 85,752 △2,151 83,601

営業利益（又は営業損失
△） 

△379 △899 △612 1,487 △404 146 △257

事業区分 主要製品名

電力・電線 電力用電線・ケーブル、建設用被覆線、電力工事、電力付属品 

情報通信 
光・通信ケーブル、高周波ケーブル、光・電子デバイス、ネットワーク機
器、通信工事 

電装部品 自動車用ハーネス・部品

機器部品他 工業用ゴム・樹脂製品、先端製品、不動産



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高

の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略している。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の10％に満た

ないので記載を省略している。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益又は1株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

     該当事項はない。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 175円35銭

１株当たり中間純損失 5円30銭

 
１株当たり純資産額 124円35銭

１株当たり中間純利益 6円94銭

１株当たり純資産額 110円84銭

１株当たり当期純損失 67円47銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してい

ない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してい

ない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純利益（百万円） － 1,347 － 

中間（当期）純損失（百万円） 1,030 － 13,100 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益（百万円） － 1,347 － 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（百万円） 1,030 － 13,100 

期中平均株式数（千株） 194,145 194,117 194,138 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

1. 現金及び預金   1,885 1,915 1,873  

2. 受取手形 ※２ 3,816 3,082 3,381  

3. 売掛金   16,828 16,760 17,654  

4. たな卸資産   6,204 4,572 5,535  

5. 繰延税金資産   223 373 227  

6. 短期貸付金   3,300 2,103 3,300  

7. 未収入金   － 4,499 3,976  

8. その他   4,530 291 202  

9. 貸倒引当金   △17 △495 △88  

流動資産合計    36,772 41.0 33,103 42.9  36,064 46.8

Ⅱ 固定資産      

1. 有形固定資産 ※1,2    

(1) 建物   7,655 3,216 4,358  

(2) 機械及び装置   4,192 3,198 3,580  

(3) 土地   10,101 7,255 9,719  

(4) 建設仮勘定   965 848 352  

(5) その他   1,432 897 1,134  

有形固定資産合計    24,347 15,415  19,145 

2. 無形固定資産    339 145  268 

3. 投資その他の資産      

(1) 関係会社株式 ※２ 5,035 3,337 5,195  

(2) 投資有価証券 ※２ 10,563 11,505 9,299  

(3) 繰延税金資産   10,055 1,561 3,677  

(4) 長期貸付金   － 4,515 －  

(5) 長期未収入金   － 4,996 －  

(6) その他   2,918 3,434 4,064  

(7) 貸倒引当金   △145 △126 △141  

(8) 投資損失引当金   △199 △689 △440  

投資その他の資産合計    28,229 28,535  21,655 

固定資産合計    52,917 59.0 44,096 57.1  41,069 53.2

資産合計    89,689 100.0 77,199 100.0  77,133 100.0



  

  

    
前中間会計期間末

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

1. 買掛金   11,842 13,313 14,371  

2. 短期借入金 ※２ 27,499 21,891 25,604  

3. 未払法人税等   57 57 104  

4. 未払費用   － 8,777 3,273  

5. 前受金   511 441 500  

6. その他 ※２ 3,981 2,420 2,123  

流動負債合計    43,892 48.9 46,902 60.8  45,978 59.6

Ⅱ 固定負債      

1. 長期借入金 ※２ 3,375 1,025 3,250  

2. 退職給付引当金   3,602 4,165 4,757  

3. 役員退職慰労引当金   88 44 88  

4. 構造改善損失引当金   579 － 186  

5. 製品保証損失引当金   432 227 178  

6. その他 ※２ 2,939 1,642 1,630  

固定負債合計    11,017 12.3 7,105 9.2  10,090 13.1

負債合計    54,909 61.2 54,008 70.0  56,069 72.7

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    17,278 19.3 17,278 22.4  17,278 22.4

Ⅱ 資本剰余金      

1. 資本準備金   4,319 1,190 4,319  

2. その他資本剰余金   9,003 － 9,003  

資本剰余金合計    13,323 14.8 1,190 1.5  13,323 17.3

Ⅲ 利益剰余金      

1. 利益準備金   10 － 10  

2. 任意積立金   0 － 0  

3. 中間未処分利益   1,164 990 －  

4. 当期未処理損失   － － 12,143  

利益剰余金合計    1,174 1.3 990 1.3  △12,132 △15.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金    3,011 3.4 3,743 4.8  2,606 3.3

Ⅴ 自己株式    △8 △0.0 △12 △0.0  △10 △0.0

資本合計    34,779 38.8 23,191 30.0  21,064 27.3

負債資本合計    89,689 100.0 77,199 100.0  77,133 100.0



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    31,258 100.0 31,803 100.0  64,595 100.0

Ⅱ 売上原価    26,919 86.1 27,723 87.2  55,508 85.9

売上総利益    4,338 13.9 4,080 12.8  9,086 14.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,541 14.5 3,546 11.1  8,749 13.5

営業利益    － － 534 1.7  336 0.5

営業損失    202 △0.6 － －  － －

Ⅳ 営業外収益 ※１  701 2.2 440 1.4  1,003 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  314 1.0 380 1.2  616 1.0

経常利益    184 0.6 593 1.9  723 1.1

Ⅵ 特別利益 ※３  534 1.7 6,978 21.9  2,987 4.6

Ⅶ 特別損失 ※４  357 1.1 5,370 16.9  9,990 15.5

税引前中間純利益    362 1.2 2,202 6.9  － －

税引前当期純損失    － － － －  6,279 △9.7

法人税、住民税及び事業
税 

  17 17 32  

法人税等調整額 ※５ 544 561 1.8 1,193 1,211 3.8 7,195 7,228 11.2

中間純利益    － － 990 3.1  － －

中間（当期）純損失    199 △0.6 － －  13,507 △20.9

前期繰越利益    1,357 －  1,357 

合併により受け入れた未
処分利益 

   6 －  6 

中間未処分利益    1,164 990  － 

当期未処理損失    － －  12,143 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 同  左 同  左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの……中間決

算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定している） 

時価のあるもの 

同  左 

時価のあるもの……決算日

の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

している） 

時価のないもの……移動平

均法による原価法 

時価のないもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

(2）デリバティブ (2）デリバティブ (2)デリバティブ 

 時価法 同  左 同  左 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3)たな卸資産 

原材料及び仕掛品の一部……

総平均法による低価法 

その他のたな卸資産……総平

均法による原価法 

同  左 同  左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

 建物及び構築物は定額法、そ

の他は定率法によっている。な

お、主な耐用年数は次のとおり

である。 

同  左 同  左 

建物及び構築物 ３年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

    

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

 定額法によっている。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法。 

同  左 同  左 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

同  左 同  左 

(2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上している。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（17年）による定額

法により翌事業年度から費用処

理している。また、過去勤務債

務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法により

費用処理している。 

同  左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（17年）による定額

法により翌事業年度から費用処

理している。また、過去勤務債

務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法により

費用処理している。 

(3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

同  左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

(4）投資損失引当金 (4）投資損失引当金 (4)投資損失引当金 

 子会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状

態を個別に勘案し必要額を計上

している。 

 関係会社への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財政

状態を個別に勘案し必要額を計

上している。 

同  左 

(5）構造改善損失引当金 ────────── (5)構造改善損失引当金 

 電力用電線・ケーブル事業の

共同事業会社への統合、汎用電

線及び光ファイバ、光・電子製

造部門の分社化など、事業構造

改革に伴う費用に備えるため、

今後発生が見込まれる固定資産

処分損などについて合理的に見

積もられる金額を計上してい

る。 

   電力用電線・ケーブル事業の

共同事業会社への統合、汎用電

線及び光ファイバ、光・電子製

造部門の分社化など、事業構造

改革に伴う費用に備えるため、

今後発生が見込まれる固定資産

処分損などについて合理的に見

積もられる金額を計上してい

る。 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6) 製品保証損失引当金 (6) 製品保証損失引当金 (6) 製品保証損失引当金 

 顧客に納入した製品に対し発生

したクレームに係わる費用に備え

るため、今後発生が見込まれる保

証損失費などについて合理的に見

積もられる金額を計上している。 

同  左 同  左 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同  左 同  左 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してい

る。また、為替変動リスクのへ 

ッジについて振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理

を採用している。 

 繰延ヘッジ処理を採用してい

る。また、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用し

ている。なお、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を採用してい

る。 

 繰延ヘッジ処理を採用してい

る。また、為替変動リスクのへ 

ッジについて振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理

を採用している。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘ

ッジ方針 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭債

権債務 

 外貨建金銭債権債務の将来の

為替レートの変動リスクを回避

するため、実需の範囲内で為替

予約取引を行っている。また、

借入金の金利変動に伴うリスク

を回避するため、金利スワップ

取引を行っている。 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建金銭債

権債務 

(3）ヘッジ方針   (3)ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務の将来の

為替レートの変動リスクを回避

するため、受注残高等実需の範

囲内で為替予約を行なってい

る。 

   外貨建金銭債権債務の将来の

為替レートの変動リスクを回避

するため、受注残高等実需の範

囲内で為替予約を行なってい

る。 



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (3）ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段としては外貨建金

銭債権債務と同一通貨建、同一

金額、同一期日の個別為替予約

のみであり、明確な相関関係が

認められるため、有効性の評価

は行っていない。 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ効

果を検証している。ただし、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象に関する

元本、利率、通貨、期間、期日

等の重要な条件が同一の場合

は、ヘッジ効果が極めて高いこ

とから、ヘッジの有効性の評価

は省略している。 

 ヘッジ手段としては外貨建金

銭債権債務と同一通貨建、同一

金額、同一期日の個別為替予約

のみであり、明確な相関関係が

認められるため、有効性の評価

は行っていない。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）収益及び費用の計上基準 (1）消費税等の会計処理方法 (1)収益及び費用の計上基準 

 長期大型工事（工期１年以

上、請負金額10億円以上）の売

上基準については工事進行基準

を採用している。 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。なお、「仮払

消費税等」及び「仮受消費税

等」は相殺のうえ、中間貸借対

照表上流動負債の「その他」に

含めて表示している。 

 長期大型工事（工期１年以

上、請負金額10億円以上）の売

上基準については工事進行基準

を採用している。 

(2）消費税等の会計処理方法   (2)消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。なお、「仮払

消費税等」及び「仮受消費税

等」は相殺のうえ、中間貸借対

照表上流動負債の「その他」に

含めて表示している。 

   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

により、営業利益及び経常利益は71

百万円増加し、税引前中間純利益は

3,138百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

────────── 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

───────── （中間貸借対照表） 

   「未収入金」は、前中間会計期間までは、流動資産

の「その他」に含めて表示していたが、当中間会計期

間において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記した。 

 なお、前中間会計期間末の「未収入金」の金額は

2,613百万円である。 

 「長期貸付金」は、前中間会計期間までは、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示していたが、当

中間会計期間において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記した。 

 なお、前中間会計期間末の「長期貸付金」の金額は

899百万円である。 

 「未払費用」は、前中間会計期間までは、流動負債

の「その他」に含めて表示していたが、当中間会計期

間において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記した。 

 なお、前中間会計期間末の「未払費用」の金額は

1,402百万円である。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が45百万円増加し、営業損失が同額

増加、経常利益及び税引前中間純利

益が同額減少している。 

──────────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が80百万円増加し、営業利益、経常

利益が同額減少し、税引前当期純損

失が同額増加している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円） （百万円） （百万円） 

50,073 36,127 37,427 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

① 受取手形のうち1,193百万円、投

資有価証券のうち5,484百万円及び

関係会社株式のうち815百万円は、

長期借入金3,125百万円、短期借入

金（長期借入金のうち１年以内返済

予定額を含む）20,785百万円の担保

の用に供している。 

① 受取手形のうち2,047百万円、投

資有価証券のうち8,538百万円は、

長期借入金875百万円、短期借入金

（長期借入金のうち１年以内返済予

定額を含む）15,391百万円の担保の

用に供している。 

① 受取手形のうち1,863百万円、投

資有価証券のうち4,699百万円及び

関係会社株式のうち896百万円は、

長期借入金3,050百万円、短期借入

金（長期借入金のうち１年以内返済

予定額を含む）18,904百万円の担保

の用に供している。 

② 工場財団の固定資産により、長期

借入金1,375百万円、短期借入金

（長期借入金のうち１年以内返済予

定額を含む）22,085百万円の担保の

用に供しているものの種類及び簿価

は次のとおりである。 

② 土地323百万円、建物89百万円及

び工場財団の固定資産により、長期

借入金525百万円、短期借入金（長

期借入金のうち１年以内返済予定額

を含む）13,191百万円の担保の用に

供しているものの種類及び簿価は次

のとおりである。 

② 土地379百万円、建物112百万円及

び工場財団の固定資産により、長期

借入金950百万円、短期借入金（長

期借入金のうち１年以内返済予定額

を含む）18,704百万円の担保の用に

供しているものの種類及び簿価は次

のとおりである。 
  

  
工場財団 
（百万円） 

建物 6,532

機械及び装置 3,835

土地 6,594

その他の有形固定資産 1,111

  

  
工場財団
（百万円） 

建物 2,451

機械及び装置 2,554

土地 5,428

その他の有形固定資産 481

工場財団 
(百万円) 

建物 3,523 

機械及び装置 3,225 

土地 6,527 

その他の有形固定資産 838 

③ 有形固定資産のうち寮・社宅建設

資金借入金（流動負債その他０百万

円、固定負債その他０百万円）の担

保として建物０百万円を供してい

る。 

  ③ 有形固定資産のうち寮・社宅建設

資金借入金（流動負債その他０百万

円）の担保として建物０百万円を供

している。 

      



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

 下記の債務に対して保証をしてい

る。 

（1）下記の会社の債務に対して債務保

証を行っている。 

 下記の債務に対して保証をしてい

る。 
  

（保証先） （種類） （金額） 
（百万円） 

菱星電装㈱ 銀行借入 6,295

従業員 住宅資金借入 20

その他４社 銀行借入 369

合計   6,685

 

  

（保証先） （種類） （金額） 
（百万円） 

菱星電装㈱ 銀行借入 5,312

その他３社 銀行借入 292

合計   5,604

（保証先） （種類） （金額） 
（百万円） 

菱星電装㈱ 銀行借入 6,005

従業員 住宅資金借入 17

その他４社 銀行借入 332

合計   6,354

 その他４社の中には外貨建保証債務が

含まれている。（1,800千ＵＳドル） 

 その他３社の中には外貨建保証債務が

含まれている。（1,560千ＵＳドル） 

 その他４社の中には外貨建保証債務が

含まれている。（1,938千ＵＳドル） 

  （2）金融機関が㈱エクシムへ発行する

契約履行保証状等に対して850百万

円の債務保証を行っている。 

当該保証債務の中には以下の外貨

建保証債務が含まれている。 

（4,284千ＵＡＥディルハム） 

（1,835千ＵＳドル） 

（58千ユーロ） 

（10千カタール・リヤル） 

（30,643千タイ・バーツ） 

（18千クウェート・ディナール） 

  

  （3）従業員の銀行からの借入金に対

し、債務保証を行っている。 

  

  （百万円）   

  13   

４ 債権流動化による遡及義務 ４ 債権流動化による遡及義務 ４ 債権流動化による遡及義務 

（百万円） （百万円） （百万円） 

1,845 2,838 2,800 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 
  

  （百万円）

受取利息 62

受取配当金 496

  
  （百万円）

受取利息 54

受取配当金 128

  （百万円）

受取利息 122

受取配当金 524

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 
  

  （百万円）

支払利息 235

  
  （百万円）

支払利息 217

  （百万円）

支払利息 459

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 
  

  （百万円）

関係会社株式売却益 438

  
  （百万円）

固定資産売却益 6,052

投資有価証券売却益 907
  

  （百万円）

固定資産売却益 1,414

   固定資産売却益の主たる内訳は伊丹製作

所土地に係るものである。 

  

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 
  

  

  （百万円）

投資有価証券評価損 275

  
  （百万円）

減損損失 3,209

関係会社株式評価損 1,262
  

  （百万円）

構造改善損失 7,015

  （減損損失） 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社は、事業の種類別セグメントを基礎

に、主として製品の品種別を単位として資

産をグルーピングしている。また、遊休資

産等については、個々の資産単位で区分し

ている。 

  

 なお、構造改善損失の内訳は固定資

産処分損4,659百万円、棚卸処分損434

百万円、早期退職割増金1,133百万

円、その他787百万円である。 

  （減損損失の認識に至った経緯）   

   当中間会計期間において、事業用資産の

うち、製品等の市場価格等の下落等により

収益性が著しく悪化している資産グループ

について、また、遊休資産等のうち、市場

価格の下落等により回収可能価額が帳簿価

額を下回るものについて、それぞれ帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（3,209百万円）として特別損

失に計上している。その内訳は以下の通り

である。 

  



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
  

用途 場所 種類
減損損
失の額 
(百万円)

通信ケーブル
製造設備 

福井県
福井市 

土地、
建物、
機械装
置等 

1,330

屑線解体設備 
大阪府
能勢町 

土地、
建物等 

912

その他の事業
用資産 

兵庫県
伊丹市
他 

機械装
置等 

262

遊休資産 
兵庫県
伊丹市
他 

土地 704

合計 3,209

  

  ※勘定科目毎の減損損失の内訳   

  建物998百万円、機械装置253百万円、

土地1,636百万円、その他321百万円 

  

  

  （回収可能価額の算定方法）   

   減損損失の測定における回収可能価額

は、事業用資産については使用価値を使用

し、将来キャッシュフローを5.0％で割り

引いて算定している。 

 また、遊休資産等については、正味売却

価額を使用し、その時価を重要性が高いも

のについては不動産鑑定評価額、それ以外

のものについては固定資産税評価額等から

算出している。 

  

※５ 法人税等調整額については当期にお

いて予定している利益処分による租税

特別措置法上の準備金等の積立て及び

取り崩しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算している。 

※５    ────── ※５    ────── 

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 
  

  （百万円）

有形固定資産 707

無形固定資産 58

  
  （百万円）

有形固定資産 485

無形固定資産 28

  （百万円）

有形固定資産 1,459

無形固定資産 112



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引(借主側) 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具及び
備品 

514 277 237

その他 74 55 18

合計 589 332 256

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具及び
備品 

500 261 239

その他 162 13 148

合計 663 275 387

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

工具器具及び
備品 

560 353 207 

その他 74 58 16 

合計 634 411 223 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

（注）      同  左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  
  （百万円） 

１年内 83 

１年超 172 

合計 256 

  
  （百万円）

１年内 115 

１年超 272 

合計 387 

  （百万円）

１年内 85  

１年超 137  

合計 223  

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

（注）      同  左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
  
  （百万円） 

支払リース料 53 

減価償却費相当額 53 

  
  （百万円）

支払リース料 50 

減価償却費相当額 50 

  （百万円）

支払リース料 105  

減価償却費相当額 105  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額

を零とする定額法によっている。 

同  左 同  左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり中間純利益又は１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 179円10銭

１株当たり中間純損失 1円02銭

 
１株当たり純資産額 119円44銭

１株当たり中間純利益 5円10銭

１株当たり純資産額 108円48銭

１株当たり当期純損失 69円55銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してい

ない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してい

ない。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純利益（百万円） ― 990 ― 

中間（当期）純損失（百万円） 199 ― 13,507 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益（百万円） ― 990 ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（百万円） 

199 ― 13,507 

期中平均株式数（千株） 194,192 194,163 194,184 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────────── 重要な子会社との合併 

 平成17年12月6日開催の当社取締

役会において当社の子会社である菱

星電装株式会社との合併承認を決議

し、同日付けで同社との合併契約書

を締結した。当社グループの自動車

部品事業は、これまで、菱星電装株

式会社が中核子会社として開発・設

計・製造を担い、当社がその販売を

行ってきたが、当社は両社で分担し

てきた機能を一本化し、同事業に経

営資源の重点投入を行い拡充するた

め、同社を吸収合併するものであ

る。 

（1）合併方式 

 当社を存続会社とする簡易合併

による吸収合併方式で、菱星電装

株式会社は消滅会社となる。 

（2）合併比率等 

 当社は、消滅会社の発行済株式

の全てを保有していることから、

合併に際しては、新たな株式を発

行しない。 

（3）合併交付金 

 当社は、消滅会社の発行済株式

の全てを保有していることから、

合併交付金の支払いは行わない。 

（4）増加すべき資本・法定準備金等

の額 

 当社は、菱星電装株式会社の発

行済み株式の全部を所有してお

り、合併による新株発行及び資本

金の増加はない。合併により合併

差益が生じた場合には、当社の資

本準備金とする。 

（5）引継ぐ資産負債 

 当社は、合併期日において菱星

電装株式会社の資産負債及び権利

義務の一切を承継する。 

────────── 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （6）合併当事会社の概要 

（7）合併期日 

  平成18年2月1日 

・名称 

菱星電装株式会社 

・事業内容 

自動車用部品の製造販売 

・平成17年3月末財務状況（百万円）

総資産 16,774 

株主資本 1,157 

・平成17年3月度業績  （百万円）

売上高 20,813 

営業損失 771 

経常損失 888 

当期純損失 828 

・従業員数 468名 

  



(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第143期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2）臨時報告書 

平成17年９月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響を与える事象）に

基づく臨時報告書である。 

平成17年12月６日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はない。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１６日 

三菱電線工業株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 阿部 隆哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 常本 良治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 善章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱電線工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱電線工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報「事業の種類別セグメント情報」の（注）４．「事業区分の方法の変更」に記載されているとお

り、会社は事業区分の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

いる。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日 

三菱電線工業株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 阿部 隆哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 常本 良治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 善章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱電線工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱電線工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1）「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

(2）セグメント情報「事業の種類別セグメント情報」の（注）４．「事業区分の方法の変更」に記載されていると

おり、会社は事業区分の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

いる。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１６日 

三菱電線工業株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 阿部 隆哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 常本 良治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 善章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱電線工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１４３期事業年度の中間会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱電線工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

いる。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日 

三菱電線工業株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 阿部 隆哉  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 常本 良治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 善章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱電線工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１４４期事業年度の中間会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱電線工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1）「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間

より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

(2）「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月６日付で子会社である菱星電装株式会

社との合併契約を締結している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

いる。 
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